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はじめに
現代経済学における主流のアプローチでは，周知の様に，市場を介した
社会的資源分配メカニズムが前提とされており，また，それが社会経済の
発展にとって最も望ましいシステムであるとも理解されている。　　　
その一方で，そうした理解を基礎づける諸々の仮説やそれに基づく現実
経済への処方箋の妥当性を巡っては，1970年代の石油危機と欧米先進諸国
の不況，1980年代末からの社会主義諸国の崩壊に伴う市場経済システムの
導入，といった歴史的トピックが生じる度に議論の対象とされてきた。ま
た，そうした理論的，現実的なそれぞれの文脈において，市場システムを
基礎づけたり，市場を補完するものとして，新たに「制度」概念の重要性
や分析ツールとしての有用性が，経済学全般において認識されてきている。
しかし，当然のことながら，主流のアプローチと同様に，今日の制度ア
プローチもまた，全ての社会経済システムにおける問題に対して十分な解
答を提供しうる訳ではない。より明確に言えば，今日の代表的な制度アプ
ローチの潮流において常に念頭に置かれてきた分析・検討対象は，主に欧
米先進諸国における社会経済システムであって，世界に相対的に数多く存
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在する開発途上国や貧困国におけるそれではない。ただし，「制度」＝市場
システムのみならず政治領域や文化などを幅広く理解するための分析ツー
ルや視座を与えるものとして捉えて熟慮した場合，制度アプローチの独自
性が最も発揮しうる分析対象は，市場や政治のシステムが既に成熟してい
る欧米先進諸国よりも，むしろ主流のアプローチの分析フレームでは捨象
されてしまう様な，市場や政治のシステムが未発達な状況やそれらシステ
ムの発展途上の状況にある諸国の社会経済システムであると考えられる。
加えて，従来から開発途上国を主にその分析対象としてきた開発アプロー
チの分野においても，制度を用いたアプローチの展開と利用に対する期待
も確認される。
以上の様な背景を踏まえ，本稿は，大きくは，制度アプローチに基づく
開発途上国分析の深化と更なる展開を念頭に置きながら，具体的には，制
度や進化の分野において約10年程前から塩沢由典に提起され，植村博恭・
磯谷明徳・海老塚明によって制度アプローチ内部で制度論的な日本経済分
析の形で展開されている「ミクロ・マクロ・ループ」論の分析フレームワ
ークから示唆を受ける形で，まずは，開発途上国を対象に具体的に論証し
ていくための１つの仮説としての分析フレームワークについて提起するこ
とを目的に置く。
そして，この目的を達成するために，本稿は，以下の形で議論を進めて
いく。まず，始めの第２章では，開発アプローチ，今日の代表的な制度ア
プローチ（新制度学派，比較制度分析，レギュラシオン学派），そしてミク
ロ・マクロ・ループ論の展開についてそれぞれ個別に取り上げることで，
理論的な見地から，制度アプローチとして開発途上国分析を展開させるた
めの仮説要素について検討する。そして，具体的には，開発途上国におけ
るアクター間での所得格差や生活行動における差異を制度との関連で捉え
るという視座の下，特に，制度の下でのより微細なアクターの多面性や差
異を捉える具体策として，（1）生活者としてのアクターの収入－支出のプ
ロセスを再生産過程として想定すること，ならびに，（2）その過程と制度
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分析の対象領域である政治領域や社会・文化領域との相互連関性を見るこ
とを，それぞれ重要な仮説構成要素として析出する。第３章では，今後，
具体的な論証を展開させていく上での対象としてタイの社会経済システム
を念頭に置き，主に日本における既存研究の動向から，（3）所得格差や所
得再分配の問題を取り扱う上で，アクターの収入―支出の再生産過程と関
連する様な具体的な諸制度との関係性を特定すること，（4）諸制度と特に
政治システムとの相互作用に関するメカニズムを説明すること，（5）タイ
の社会経済システムには，アクターの関係性や政治統治メカニズムの背景
に，固有の文化的・歴史的要因があり，それが，アクターの再生産過程に
おける差異や異質性に，ひいては，諸制度の相互作用メカニズムのあり方
に反映していると考えられること，これら３つを現実的・実地的見地から
の仮説要素として析出する。その上で，最終章では，理論的見地と現実的
な見地それぞれから把握される（1）～（5）の仮説要素に基づき，実証分
析を展開していくための分析フレームワークを，ミクロ・マクロ・ループ
論におけるフレームワークの仮説的な精緻化という形で構成する。これに
より，開発途上国における所得格差や再分配問題などの検討を進めていく
ための見取り図と論証の作業課題を明らかにし，議論を終える。
第１章　開発途上国分析を巡る諸論点と制度アプローチ
1.1　開発アプローチの展開から確認される３つの主要論点
まずは，経済的・社会的諸制度が未発達にあるか発展途上にある諸国を
論じる上での今日の制度アプローチと開発アプローチとの間の接点につい
て明確にするために，絵所（1991，1997，1998）や野上（2004）の理解に
依拠して，開発アプローチの理論的な変遷を簡潔に把握する1）。
絵所（1997，pp.2，218-234）によると，第２次世界大戦後の開発アプロ
ーチの展開は，時代ごとのパラダイムの転換という形で，約10年毎に分類
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される。まず，1950年代から1960年代前半までは，供給が需要を生み出す
といういわゆる古典派におけるセー法則に依拠した形で，途上国経済にお
ける供給要因の硬直性を改善させることを主張するアプローチ（供給制約
論）や，途上国の経済と先進国のそれとの格差を収斂させていくための条
件を問うアプローチ（経済成長論）が主流を占めていた。また，両アプロ
ーチを政策的な観点から理解した場合，両アプローチには，１国レベルで
の経済システムの改修や強化を主眼に置き，国家の役割を市場の役割と比
べて相対的に重視するという共通理解が確認される。
前者の経済システムの供給側面を論じた特に代表的なアプローチとし
て，市場規模を総体的に拡大させることで投資を増加させることを説くR. 
Nurkseの「均整成長論」や，それと逆に特定の産業への投資を増加させて
意図的な不均衡状態を作り出すことで，特定産業から他の産業への投資増
加や成長の波及効果を指摘するA. O. Hirshmanの「不均整成長論」が挙げ
られる。さらに，こうした投資の重要性を強調するアプローチは，最低規
模の投資を進めることが経済発展に不可欠な条件だという見解を示す
Rosenstein-Rodanの「ビッグ・プッシュ」論によっても肯定されていた。
また，後者の途上国の経済成長条件を問う特に代表的なアプローチとし
ては，途上国における農業部門における過剰な労働力を工業部門に向ける
必要性とそれによる経済成長の可能性を論じた，A. Lewisの「労働の無限
供給下での経済発展」論，全ての社会を伝統社会，離陸のための先行時期，
離陸（Take-off），成熟への前進，そして高度大量消費社会という5つの段
階に類型し，ある段階から次の段階への移行条件を提示したW. W.  Rostow
の単線的成長論，そして，それと異なり，先進国と途上国との初期条件の
差異を，途上国の工業化プロセスにおける利点としての「後発性の利益」
に求めることによって，諸国間での相対的かつ複数の成長軌道を示したA. 
Gershenkronの複線的成長論などが挙げられる。尚，彼のアプローチは，
日本においても，赤松要の「雁行形態論」や渡辺利夫（1996）の「構造転
換連鎖論」といった形で展開されているアジア諸国間でのマクロ経済分析
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の理論的基礎として，積極的に受容されて来たことを付言しておく（e. g.， 
嘉数・吉田，1997，pp,19-20；末廣，2000，pp.35-59）。
この後，1960年代後半から1980年代前半までは，それまでのアプローチ
とは逆の主張を展開するアプローチが主流を占めるようになった。それは，
途上国経済における供給要因の硬直性を改善させることを主張するアプロ
ーチに対する批判を明確にした「新古典派アプローチ」であり2），政策的
に言うと，それまでの１国レベルでの経済システムの改修や強化によって
国内での自力成長を目的とする輸入代替型の戦略の採用に対して，新たに
世界的な市場への積極的な参入によって国内の成長を促すことを目的とす
る輸出指向型の戦略の採用の提案するアプローチである。
加えて，この時期に１国全体としての経済成長が個々の経済主体に及ぼ
す影響について，開発の目的に各人のベーシック・ニーズの充足を据える
べきだとする「改良主義」のアプローチも登場した。
「新古典派アプローチ」における特に代表的なアプローチとしては，農村
における過剰労働力の存在を前提とするLewisのアプローチに対置される
T. W. Schultzによる農業近代化論および人的資本論，経済発展の要因を投
資などの資本ではなく，企業レベルでの生産性の上昇やその効率性の改善
に求めるH.MyintやA.Senの主張，そして，輸出志向の外向的政策を理論的
に基礎づけたB.BalassaやA. O. Kruegerによる分析などが挙げられる。
また，開発過程における人々の生活に光を当てた「改良主義」のアプロ
ーチにおける特に代表的な議論として，例えば，成長優先の開発経済学か
らの転換の必要性を提起したD. Seersの影響を受ける形で，ILOによって
作成された「ケニアレポート」が挙げられる。
そして，1980年代後半以後現在までの展開を見ると，「新古典派アプロ
ーチ」に対する批判の高まりから，国家，市場，そしてそれ他の制度や組
織といったものを総合的に把握する研究が新たな主流となって来たとされ
ている。具体的には，例えば，ミクロアプローチの分析ツールを使用しつ
つ，技術変化や収穫逓増といった論点を盛り込んだ内生的成長論に代表さ
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れる様な新しい成長モデルのアプローチ，マクロ経済アプローチの分析ツ
ールを使用するL. Taylorらの構造主義マクロ経済学アプローチ，そして，
広義の
4 4 4
「新制度派アプローチ」などの登場である3）（傍線は筆者）。さらに，
近年では，これらに，マクロ経済学のミクロ的基礎付けの展開に基づくア
プローチの展開も加わる。（e.g.，黒崎，2002；梅崎，2006）。また，80年
代後半以降には，改良主義アプローチの延長上に，経済開発の下での人々
の生活水準や所得格差などの観点から開発の意味自体を問い直したアプロ
ーチとして位置づけられるA.Senの潜在能力アプローチ（e.g.，絵所・山
崎，1998，pp.57-58），や，例えばPro-Poor Growth論の様な，大きくは，
マクロ経済発展と所得分配の関連性や因果関係を問う貧困アプローチも展
開している（e.g.，絵所・穂坂・野上，2004；黒崎・山形，2003；栗原・山
形，2003）。
こうした1980年代後半以後の開発経済学における展開を踏まえて，今か
ら約10年前に，絵所（1997，p.232）は，今後の開発経済学における有力な
仮説として，「新制度派アプローチ」と潜在能力アプローチを取り上げた上
で，「両アプローチの間に接点の筋道をつけることの中にこそ，開発の政治
経済学の将来が横たわっている」と提言していた。しかし，野上（2004）
によると今日に至るまでその形跡は見られない。ただし，開発アプローチ
において制度を分析ツールとして利用することが顕著になりつつある傾向
は，確認出来る（e.g.，原，1996，1999；末廣，2000，2002）。
以上の様に把握される開発アプローチの展開を踏まえ，そこでの論点を
整理すると，次の（a）～（c）の３つの論点が，その中心的な検討対象に
据えられてきたと言える。まず（a）古くは，1950年代のアプローチに遡る
様な１国経済全体での需給体制や市場経済システム全般のあり方という論
点に対して主に寄与するアプローチの存在である。当然のことながら，こ
れを巡っては，経済システム全般での通時的な再生産構造ということに焦
点を当てるか，市場システムにおける社会的な資源配分ということに焦点
を当てるかという理論上の視角や立場の違いによって，導かれる見解や主
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張に大きな差異が出る。
次に，上記（a）に関連しつつも，輸入代替工業化論や輸出主導型工業化
論として展開された様な，あるいは，世界銀行の「東アジアの奇跡」にお
いて注目された様な，（b）１国レベルでの特に，政治・統治システムが国
内の生産面での中心的な担い手（企業や産業）に対して与える影響や，政
治システムと市場システムとの関係性が１国レベルでの経済成長に与える
諸要因の説明といった論点に焦点を当てたアプローチの存在である。そし
て，古くは1960年代の改良主義の潮流に遡り，A. Senの潜在能力アプロー
チや近年の貧困アプローチの展開に代表される様な形での，（c）１国全体
で前述の（a）や（b）の展開の中で同時的・通時的に生じる，よりミクロ
的な国内の生産体制を下支えする担い手としての，個々の人々の生活水準
や所得格差といった論点に着目するアプローチの存在である。
そして，これら３つの論点を巡る文脈において，制度が注目されうる意
味について明確に言えば，制度は，第1に，ある1国内における人々の行動
様式の違いやその可能性に対して，具体的なルールや政策手段を介して何
らかの形で影響を与えたり基礎付けるものとして（e.g.，Sen，1999），第
２に，１国の市場経済システムの様相の特殊性を説明するものとして
（e.g.，野上，2004，pp.89-124），それぞれ重要な役割を持つものとして注
目されているということになる。
1.2　今日の制度アプローチと開発問題
次には，整理した開発アプローチにおける主要な３つの論点に関わる様
な，今日の制度アプローチの展開について見る。
まずは，論点（a）の１国レベルでの経済全体に関わる需給体制や市場経
済システム全般のあり方に関してである。これについては，マルクス経済
学やケインズ経済学からの発想を生かしつつ展開するレギュラシオン学派
が，国際的な市場の発達を念頭に置きつつ１国レベルでの経済全体での需
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給体制という観点から，開発途上国経済の通時的な需給体制を1960年代の
欧米先進諸国におけるマクロ変数の通時的循環メカニズムを前提とした，
その派生型ないし応用型を提示している。これについて簡潔に言えば，労
働集約型産業の成長に留まり，労働者の賃金上昇や国内市場での需要形成
には結びつかない様な成長パターンとしての「流血的テーラー化」や，国
内における内需拡大を伴いつつも国際市場における分業という観点から見
てあくまでも周辺に留まる「周辺部フォーディズム」という２つの型であ
る4）（Lipietz，1985）。さらにこの概念型を利用した分析として，ラテンア
メリカを対象に据えた分析や（e.g.，佐野，1998；岡本，2000），国際的な
市場の展開におけるアジア諸国の生産体制の変遷を論じたもの（e.g.，井
上，1996）がある。
また，レギュラシオン学派とは異なる途上国における市場経済システム
の作用というミクロ経済アプローチの立場から，新制度学派が，市場シス
テムを介した社会的資源の分配の効率性の程度という形で，１国レベルの
市場システムで発生する取引費用の程度を国毎の相対的な差異として把握
するアプローチを提起している（e.g.，North，1990，2005）。
次に，論点（b）の政治システムと経済システムとの関連性，とりわけ経
済発展に対する政策的な効果を巡っては，政府をゲームの１プレーヤーと
して位置づけることで，市場経済システムにおける生産面での，特に産業
レベルでの生産の展開に対して，政治領域から市場システムへの影響が見
られることを指摘する「市場友好的見解」が，比較制度分析によって提示
されている（Aoki, Kim, and Okuno (eds.), 1996， p.2，邦訳p.12）。これは，
産業レベルでの経営者・官僚・政府間での「コーディネーション」に基づ
く政策の在り方が，経済成長に影響を与えることを指摘することで，旧来
の開発の担い手としての市場システムか国家かという二分論からの脱却を
意図した提案である。また，この見解に基づいた，国家としての経済シス
テムの分類も試みられている（青木・奥野（藤原）・岡崎（編），1999）。
そして，論点（c）の開発途上国における人々の生活を巡っては，前述の
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論点（b）との関連性や，その背景をより精緻にするという意味で，例え
ば，途上国の農村コミュニティーにおける人々の行動や慣習形成のプロセ
ス全般を進化ゲームを用いて説明する比較制度分析の試みがある（e.g.，
Aoki, and Hayami (eds.), 2000；Aoki, 2001）。但し，これは，ある社会経済
システムにおいて，どの様な制度が構成されるかということを巡って，そ
のミクロ的な要因や背景について説明しえたとしても，その社会経済シス
テムの中に存在する具体的な個々のプレーヤー間での所得格差や生活水準
の違いについて，端的に言えば，ある制度の下で共時的に存在する持続的
な個人間の違いについて，論じるアプローチではない。加えて，（a）から
（c）のすべての論点に関して包括的に示唆を与えうる様な総合的なアプロ
ーチは，存在しない。
1.3　小括
本章で理解したような形で，開発アプローチの展開とそれに関わる制度
アプローチの試みを踏まえた上で，制度アプローチがそれ自身のアプロー
チとしての深化・精緻化を進めつつ，開発アプローチの展開に対しても寄
与しうる様な展開の方向性の１つとして，筆者は，論点（a）の社会経済シ
ステム全般での動向を念頭に置きつつ，特に，制度アプローチとして未だ
十分に展開していない論点（c）の人々の生活水準や所得格差といったこと
を取り扱いうるアプローチを模索するという方向性があると考える。そし
て，この方向性について，既に指摘した内容を前提として突き詰めて考え
ると，とりわけ，ある社会経済システムや諸制度の下で，通時的・持続的
に人々の生活様式や行動が多様であったり，人々の間に大きな差異が見ら
れることを基礎付けつつ，それを１国レベルでの経済社会システムの状況
とも連関していることを明確に説明するような分析フレームワークを構築
することが特に有益であると思われる。それゆえ，これについて，次章で
は，経済学の進化や制度の分野で約10年程前から提唱されている「ミクロ・
マクロ・ループ論」という新たな方法を取り上げ，この方法の下で開発途
「ミクロ・マクロ・ループ論的な制度アプローチによる開発途上国への社会経済分析の射程：アクターの再生産過程における差異の視点から」
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上国分析を展開していくための新たなフレームワークを構築する一助とな
りうる理論的課題と方策について，更に考察していく。
第２章　ミクロ・マクロ・ループ論的な開発途上国分析への展開可能性
2.1　アプローチとしてのミクロ・マクロ・ループ論の意義
今から10年程前から塩沢（e.g.，1999）や，植村・磯谷・海老塚（e.g.，
2007）によって提起されている，ミクロ・マクロ・ループ論の特徴とその
アプローチとしての意義として，大きくは次の２点が考えられる5）。
（1）部分としてのミクロと全体としてのマクロとの通時的かつ過程論的
なアプローチが採用されている点である。
（2）部分としての複数のミクロと全体としてのマクロを円環的な関係と
して捉える中で，特に，ある１つのマクロ構造（１国レベルでの経済全体）
の下で，アクター間で異質で差異を持続的に持つミクロのアクター（主体）
が，共時的に存在することが仮定されている点である。
つまりは，簡潔かつ解りやすく言えば，ミクロやマクロという同種の言
葉が使われているものの，いわゆるマクロ経済学のミクロ的基礎付けの展
開に関わるような均衡論的なアプローチとは一線を画す，過程論的に社会
経済システムの再生産構造を論じる様なかつての古典派と接点を持ちうる
アプローチである。ただし，上記（2）にある様に，社会経済システムにお
けるアクター間の関係性が外生的に規定されたり一般化されないことにつ
いては，強調しておかなければならない。
そして，こうしたアプローチとしての基本的な意義を共有しつつ，制度
アプローチの分野で制度論的ミクロ・マクロ・ループ論が，1990年代後半
から事例分析を展開している。特に，ループ論に制度概念を取り込んだフ
レームワークを利用することで，主に日本経済を対象とした論証が進めら
れている（e.g.，磯谷・植村・海老塚，1999；磯谷，2004）。その特徴は，
端的に言えば，日本における労働市場の構造や雇用・就業を巡る制度的配
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置を綿密に解き明かすことで，マクロパフォーマンスを表す景気動向や，
アクター間で異なる労働・就業の側面や企業活動が，換言すると，アクタ
ーから経済システムの主に生産的側面へ寄与する様相が，論じられている
ことにある。
更に，その基本分析フレームワークについて確認しておくと，最近年で
は，図１の様な型が取られている（植村・磯谷・海老塚，2007，pp.20-26）。
このフレームワークの独自性について既存の制度アプローチとの関係とい
う観点から大まかに説明すると，第１に，既存の制度アプローチでは，経
済パフォーマンスと制度との相互作用（レギュラシオン学派）か，主体と
制度（新制度学派や比較制度分析）との相互作用のどちらかに分析上の視
点やコアの理論的な説明ロジックが置かれているのに対して，ループ論で
は，例えば，ミクロと経済パフォーマンスの両者に対する媒介する制度と
いう位置づけや，ミクロとマクロとの「構造的両立性」といった概念によ
って，両方の相互作用に対する分析視点と説明ロジックが与えられている
点である。第２に，前述の点を明示する形で，主体（アクター）と制度と
の関係性をより精緻に分析する役割を持つ「制度が生成し再生産される場」
が配置されている点である（ibid.，p.22）。
以上の様な形で理解されるミクロ・マクロ・ループ論の２つの特長およ
「ミクロ・マクロ・ループ論的な制度アプローチによる開発途上国への社会経済分析の射程：アクターの再生産過程における差異の視点から」
パフォーマンス
主体
制度が生成され再生産される場
出典：植村・磯谷・海老塚（2007）p.22。
制度
図１　制度論的ミクロ・マクロ・ループ論の基本的な分析フレームワーク
78
び制度論的ミクロ・マクロ・ループの分析フレームワークを前提とした場
合，前章での検討を踏まえて言えば，ループ論が分析アプローチとして特
に重要な意義を持ちうることとして，社会経済システム全体とアクターと
の関係性を過程論的かつ通時的な視点から論じるということ，ならびに，
個人的かつ社会的（制度的）な両方の側面から基礎づけられ，また，それ
ら側面をアクター自ら変容させうるという意味で，共時的かつ持続的にア
クター間で，差異や異質性を有しつつ行動がシステムにおいて展開すると
いうこと，これら２つの事柄が確認される。
2.2　生活者としてのアクターの再生産過程と制度分析の対象エリア
この２つの事柄に基づきつつ，特に前章で指摘した論点（c）に関わる様
な，人々の所得格差や貧困問題などへの貢献を考えると，大きくは，制度
の下でアクター間の差異や多面性が持続することをより精緻に捉えるため
の方策や内容を具体化することが重要である。そして，これに対応した１
つの方策として，主体を論じる際に，従来の日本経済分析において主要な
対象とされてきた企業に加えて，生活者としてのアクターを想定し，その
姿を微細に捉えていくという方策が考えられる。より具体的に言えば，ア
プローチとして，アクターレベルそれ自体の分析レベルでの通時的な展開
を論じるという意味，ならびに，アクターの多面性を表すという意味，こ
れら２つの意味を精緻にするという目的の下，アクターレベルで主に労働
参加の対価として受け取る賃金〈収入〉と日々の生活行動を端的に表す〈支
出〉の通時的プロセスを，生活者としてのアクターの「再生産過程」とし
て捉えるという方策がある6）。そして，この方策を採用することで，以下
の３点に関する分析を深めることが可能になる。
まず，第１に，生活者としてのアクターの再生産過程と制度との関係を
把握する上で，個々のアクターの収入―支出プロセスの実態に，直接的・
間接的に関わる様な社会保障制度との関係性や，労働参加を巡る基底的な
条件に関わる例えば，教育制度との関係性について取り上げる意味を分析
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フレームワークの中に加えることが出来る。つまりは，開発途上国におけ
る所得格差や所得再分配といった問題を取り扱う上での制度的要因とアク
ターとの連関性についての明示的な基礎付けを行うということである。同
時に，第２には，前述第１の内容についてを取り扱う上で，アクター間で
の差異や不平等性を制度的な要因との関わりとの中で検討するループ論の
アプローチとしての独自性を明確にするということである。
さらにより大きく言えば，第３に，アクターについて，制度論的ミクロ
マクロ・ループ論の日本経済分析において従来から扱われてきた様な，経
済システム全体において企業としてのアクターの供給面での役割のみなら
ず，アクターの日々の生活における支出，換言すると消費行動や投資・貯
蓄行動といった諸々の行動を介したシステム全体での需要面における役割
を加えるということがある。例えば，消費行動を巡るアクター間での差異
を明らかにすることについて理論的な見地から言えば，それを単にミクロ
のアクターの行動を微細に捉えるだけであれば，主流のミクロ経済アプロ
ーチにおける効用最大化と予算制約の問題に帰される可能性があるもの
の，消費行動における差異という側面を分析することで，理論的に異なる
独自の意味を示す道が考えられる。これは，いわゆる効用の個人間比較や
アクターの主観性といった経済理論の仮説に関わる核心的な問題を巻き込
む議論になりうるが，例えば，20世紀初頭に登場したT. B. Veblen，第２
次世界大戦後に登場したJ. S. DuesenberryやJ. K. Galbraithなどの論者の
指摘から，一定の根拠と妥当性を主張しうる7）。なぜなら，消費というも
のが，①異質なアクター間での関係の中で生成される側面を持ち，他者と
の比較の中において意味を持つこと，ならびに，②経済的な変数として意
味を持ちつつ，なんらかの社会的・文化的な要因を併せ持つこと，これら
２つの意味を持つことを少なくとも３人の論者の指摘から確認出来るから
である。そして，ここから示唆されることとして，アクターの異質性や関
係性を論じたり取り扱うことの重要性や，社会的・文化的な要因を読み説
くような制度的フレームワークを考察する必要性が，再確認される。
「ミクロ・マクロ・ループ論的な制度アプローチによる開発途上国への社会経済分析の射程：アクターの再生産過程における差異の視点から」
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加えて，生活者としてのアクターの再生産過程を論じる中での制度それ
自体の分析の展開性について，理論的な立場の違いを無視して言えば，と
りわけ，新制度学派のD. C. Northによって提唱されているフレームワーク
から参考にすべき次の2点の事柄がある。第１には，市場システムに対する
政治システムの影響に関するメカニズムについて具体的に検討されている
点であり，第２には，Northの分類に従えば，市場や政治システムから構
成される「フォーマル」な制度のみならず，社会的慣習や伝統，文化など
の「インフォーマル」な制度も分析対象として据えられている点である。
と言うのも，第１点目については，所得再分配政策や所得格差の是正とい
った問題を取り上げる上で，国家，政府の役割を論じることは不可欠な分
析視角であると共に具体的な検討対象だからである。また，第２点目につ
いては，社会経済システム全般の固有性・特殊性や，そのシステムの下で
のアクターの収入―支出のプロセスとしての再生産過程への影響を考える
上で有益な視角だと思われるからである。ただし，Northのアプローチは，
これら２点を巡って分析上の有益な示唆を与える一方で，他方，理論上，
社会経済システムにおけるルール形成メカニズムのロジックやフォーマル
な制度の基礎付けというインフォーマルな制度の扱いを巡って，一考すべ
き余地を残してもいることについては，注意を払うべきでもある8）。
2.3　小括
これまでの２章では，理論的な側面から，制度アプローチに基づく開発
途上国分析の展開の方向性とその方向に基づくアプローチの仮説の構成内
容について議論してきた。一連の内容から，開発途上国における所得格差
や再分配政策の在り方について，制度の下でのアクターを，持続的なアク
ター間での差異や異質性と言った観点から論じるという目的の下では，ミ
クロ・マクロ・ループ論のアプローチを採りつつ，特に，（1）生活者とし
てのアクターの収入─支出のプロセスを再生産過程として想定すること，
（2）その過程と諸制度から構成される分析エリアとしての政治領域や社会・
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文化領域との相互連関性を見ること，これら２つが，まずは，理論的な見
地からみた分析フレームワークを構成するための重要な仮説的要素として
析出出来る。
次章では，開発途上国分析を展開させる上での具体的な分析対象として，
タイの社会経済を想定し，その実態を論証する上での有効な仮説要素を，
関連する既存研究における到達点を確認することで，現実的・経験的見地
から，分析フレームワークの仮説を構成しうる要素を特定していく。
第３章　論証対象としてのタイの社会経済システムを念頭におい
た場合の仮説構成要素：既存研究の展開を中心に
ASEANの一員であるタイは，1980年代から1997年のアジア通貨危機に
至るまで，例えば，実質GDPで見た時，80年代で前年比7.2％，90年代前半
で前年比9.0％と，高いマクロ経済成長をとげてきた（経済企画庁調査局
編，1995-1999）。また，アジア金融危機後の2000年代に入ってから今日に
至るまでも，再び成長軌道を描いている。例えば，金融危機直後の1998年
から2007年の間に，GDPが，46.28億タイバーツ（以下では，THBと表記）
から84.93THBの約1.8倍に，１人あたりGNPが，73012THBから123663THB
の約1.7倍に，それぞれ増加する一方で，他方，失業率は，労働力人口が
3245万人から3694万人に膨張する中で，4,35％から1.38％へと下落し続け
るといった状況である（National statistical office，1996-2008）。
こうしたタイの社会経済に関する日本での既存研究を中心に確認する
と，まず，そうした成長過程における１国レベルでの生産的側面に関する
特徴およびその変容については，例えば「構造連鎖論」（e.g.，渡辺，1996）
や「キャッチアップ型工業化論」（e.g.，嘉数・吉田，1997；末廣，2002）
といった理論に基づいて論証されている。それらの骨子は，大雑把に言え
ば，1980年代後半以降の日本を始めとする欧米先進諸国大企業からの直接
投資に基づく海外企業の現地への進出を一大契機とする，国内で相対的に
「ミクロ・マクロ・ループ論的な制度アプローチによる開発途上国への社会経済分析の射程：アクターの再生産過程における差異の視点から」
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高価な賃金保証と大規模な雇用確保に応じた国内労働市場構造の変化，技
術移転，諸外国と比較して相対的に安価な賃金に基づく安価な生産費用の
製品の海外輸出（国際競争力の確保），輸出による外貨獲得に基づく更なる
投資，これらが通時的に好循環を描くことで，１国レベルでの経済成長の
エンジンとなって持続的な経済発展へと導くということにある。そして，
この主張は，経験的に実証されてもいる9）。
また，本稿が議論の対象として念頭に置く，タイにおける所得格差や所
得再分配の実態ということに焦点を当てて言えば，１国レベルでのマクロ
経済成長の展開の下でも所得分配の人々の間での不平等度を表すジニ係数
が依然として高い理由やその背景を解明することを１大テーマとして，
様々な経験的論拠が提示されている。事実，タイにおけるジニ係数（全国
平均）は，1996年―0.412，2007年―0.418と，その間の変化もほとんど確
認できない形で推移している（National Statistical Office，1997-2008）。そ
の上で，アクターレベルでの所得格差要因としては，主に，家計統計デー
タReport of the Household Socio-Economic Surveyを利用したミクロ的な計量
アプローチの手法やマクロ経済学のミクロ的基礎付けのアプローチの手法
に基づく分析によって，アクター間での性別，学歴，職業，親世代の社会
階層の違いなどの要因が確認されている（e.g.，古谷野・北川・加納（編），
2000；服部・船津・鳥居，2002，pp.202-234；本西，2003；栗田，2005）。
加えて，古くから指摘されている様な首都バンコクおよびその近郊県と全
国の他の中部，北部，北東部，そして南部の４地域との地域的な所得格差
問題を巡っては，例えば，近年，野崎（2007）によって，統計上現れない
地方への送金などを考慮する必要性や，使用データによって格差として把
握される数値が変化することが示唆されている。更に，所得格差の実態に
対する政治システムの影響を見る必要性を取り上げたものとして，例えば，
Minami，Kim，and Falkus（1999）がある。
加えて，所得格差問題について直接的に取り上げたものではないが，そ
れに関わるタイの社会経済システムにおける個々の制度の実態について，
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例えば，労働市場への参入と内部昇進の両方が，学歴によって分断されて
いることに大きな特徴を持つ労働市場の構造（e.g.，末廣，2000）や，タ
クシン政権下で急速に整備が加速した30バーツ治療制度（2007年無料化）
に代表される様な医療や年金などの社会保障諸制度（e.g.，一橋大学経済
研究所経済制度研究センター（編），2003；玉井・船津（編），2008）や，
教育制度（e.g.，村田，2007）等に関する分析がある。
前章において指摘した様に，Northのフレームワークから示唆を受ける
形で，制度分析として政治・統治システムをその対象に据えることを念頭
に置くと，タイの国王を中心とする統治形態や度重なる政権交代の過程に
おける経済システムの自律性について歴史的に論じた玉田（2003）や加藤
（1995）による政治学的な分析も存在する。この様に，タイの社会経済シ
ステムにおける所得格差や所得再分配の問題を扱う上で関連する分析は，
ざっと一瞥しただけも数多く展開している。
それゆえに，前章において析出した理論的見地から把握される2つの仮
説構成要素に加えて，（3）所得格差や所得再分配の問題を取り扱う上で，
アクターの再生産過程に関連する様な具体的な諸制度を特定しつつ，それ
ら制度の下でのアクター間での微細な差異や異質性を論じるためのループ
論的なアプローチとしての独自の分析エリアの設定やそこで既存研究とは
異なる視座に基づく論証が必要であること，（4）諸制度と特に政治システ
ムとの関係性に関する具体的・体系的なメカニズムを説明すること，これ
ら２つが，実態的見地からフレームワークを仮説的に描く上での構成要素
として追加される。
また，タイの社会経済システム全般におけるシステムレベルでの固有性・
特殊性に関連しつつ，アクターレベルで，アクター間での差異や異質性を
伴いつつ展開する再生産過程のあり方を基礎づける様な要素について，つ
まり，Northのフレームワークで言う所のインフォーマルな制度的側面に
ついても考慮する必要性がある。これに関連して，例えば，具体的に統計
レベルで把握される様なミクロレベルでの生活パターンや制度形態への影
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響についての論証を伴わないものの，タイの社会経済システムのシステム
レベルでの固有性について経済分析のスタイルを取りつつ仏教思想に遡っ
て示唆する研究（e.g.，Yoshihara，2000）や，アクター間での関係性やネ
ットワークの固有の論理を巡って，血縁に基づく「二者関係」に着目する
議論（e.g.，原，1999），更に地域学にまで検討範囲を広げると，歴史的に
統治および経済制度形態の核心的原理としての役割を果たしてきた「保護
―被保護」関係（e.g.，田中，2008）にタイの社会経済システムの特殊性
や固有性の原因を求める分析などが確認される。これらの既存研究を踏ま
えると，所得格差や所得再分配の構造全般を理解する上で，（5）タイの社
会経済システムには，アクターの関係性や政治統治メカニズムに，固有の
文化的・歴史的要因が反映しており，それが，アクターの再生産過程にお
ける差異や異質性や，ひいては，諸制度の相互作用メカニズムのあり方に
も影響していること，を仮説要因として加えることが妥当であると思われ
る。
以上の様な本章での一連の検討から，前述の（3）～（5）の３つの要因
が，タイの社会経済システムを分析対象に置いた時に，現実的・実地的見
地から見た仮説要素として新たに把握出来る。
第４章　結論：５つの仮説要素に基づく分析フレームワークと論証方法
4.1　「制度が生成し再生産される場」の仮説的精緻化
これまでに析出された５つの仮説構成要素に基づきつつ，制度の下で，
アクター間で持続的・共時的に行動に差異や異質性が見られるアクターの
様相をより微細に捉えるための分析を，制度論的ミクロ・マクロ・ループ
論に基づいて展開していく場合，特に第２章の図１にある「制度が生成し
再生産される場」を，図２の様な形で仮説的に精緻化することが有益だと
考えられる。
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以下では，この図２について説明したい。尚，この図では，経済パフォ
ーマンスとの関係性について，図示を省略していることを始めに断ってお
く。
まずは，最初に，アクターについてである。既に確認した仮説構成要素
たる（1）生活者としてのアクターの収入－支出のプロセスを再生産過程と
して想定すること，ならびに，（2）その過程と諸制度から構成される政治
領域や社会・文化領域との相互連関性を見ることを想定する。これは，ミ
クロ・マクロ・ループ論の通時的・過程論的な視角からのシステム理解を
前提として，アクター間での共時的・通時的な異質性という仮説を明確に
するという意味，ならびに，前章で確認した様な分析レベルで，アクター
間での生活水準の違いや所得格差の実態を個々のアクターのレベルで基礎
づけつつ論じるという意味，これら２つの意味を持つ。
その上で，次に，制度とアクターの関係性については，仮説構成要素
（3）に関わって，制度とアクターとの関係性を従来よりも幅広い観点から
論じることを表すために，便宜上，３本の対応線によって表わしている。
まず，①労働参加と賃金獲得で結ばれる線は，既存の日本経済を対象とす
歴史・思想
〈仮設分析エリア〉
●アクター間での社会階層やグループ
　（職業・所得・地域 etc）
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出典：筆者作成。
図２　「制度が生成され再生産される場」の仮説的精緻化
制　度
「ミクロ・マクロ・ループ論的な制度アプローチによる開発途上国への社会経済分析の射程：アクターの再生産過程における差異の視点から」
86
る分析においてその主題として据えられていた様な，基本的に，労働参加
と賃金獲得という観点から把握される内容を表す線である。具体的に言え
ば，特に，労働市場の構造や労働条件を規定する制度の媒介によって，ア
クターの収入を構成する基本条件を巡る内容である。タイを想定して言え
ば，既存研究における労働市場の特殊性を前提として，それがアクター間
での就業業種グループや産業間での労働編成の違いにどの様に反映してい
るのか検証することが念頭に置かれる。
次いで，各アクターの再生産過程を論じることで，②の家計行動という
観点から結び付けられる破線が新たに加わる。これは，前章で述べた仮説
構成要素（3）（4）に関わる。タイを想定して言えば，既存研究を前提とし
て（a）１国レベルでの経済パフォーマンスを基礎付けつつ，例えば，税制
度や制度の政治領域における税収などと関わる意味を持つ消費行動，（b）
アクターの収入―支出の通時的な過程の状況に対して影響を与える所得再
分配の状況を規定する社会保障諸制度からの受益とその背景での政治への
参加・信頼，そして（c）教育を受ける機会を定める教育制度とその実践，
といった対応関係が主要な分析対象として考えられる。そして，制度のイ
ンフォーマルな側面について論じることについては，仮説要素（5）を組み
入れた③歴史的・文化的ロジックという上方の破線で表わされる。前章で
の検討を踏まえて言えば，例えば，二者関係や保護―被保護関係などの特
徴的な人関関係を表す様なロジックであり，基本的なアクター行動と制度
や社会経済システム全般の特殊性や独自性のそれぞれに反映されうる様な
諸要因である。
これら３本の線は，アクターと制度との関係性を表しつつ，同時に，ア
クター同士の差異の様相を基礎付ける役割を担う。というのも，アクター
間での通時的な差異や異質性は，仮に各人の能力や心理的傾向に起因する
のだとしても，その一方で，制度的要因によっても起因・規定されている
からであり，例えば，職業，所得，地域などの空間的・社会的な役割に応
じて構成されている社会的階層やネットワークの中で確認されうるからで
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もある。それゆえに，筆者は，アクター間での差異や異質性を精緻に分析
するための二重線の楕円で表される仮設エリアを置く。そして，このこと
で，少なくとも次の２点の新たなメリットが得られるとも考える。第１に
は，所得格差問題や，諸制度を介して誰に対して有利に作用し，誰に対し
て冷遇しているかといういわゆる制度の下での不平等や排除といった問題
について，具体的に検討する上での我々自身の分析定点を明示する点であ
る。第２には，エリアからアクターと制度へそれぞれ双方向の矢印として
描かいた様な形で，既存制度の存続条件やアクターの異質性について，過
程論的なアプローチとしての視点を保持しつつ微細に論じる可能性を拓く
点である。
最後に，制度の分析ということで言えば，仮説構成要素（3）（4）に関わ
って，特に，経済システムを構成する諸制度の関係性を踏まえた上で，そ
れらと政治・統治システムとの関連性を制度的な分配メカニズムとして表
すことが，最低限必要とされる。
4.2　今後の課題：論証方法
具体的な論証を展開させる上で行うべき作業は，理論的見地，現実的・
経験的見地のそれぞれにおいて数多くある。その上で，まず，現実的・経
験的な見地から具体的な作業課題について言えば，（1）本稿で提起したア
クターの再生産過程の実態について明らかにすることでアクター間での差
異や異質性を巡る基本的特徴について析出すること，その上で，（2）二重
線の楕円で表される仮設エリアにおいて，アクター間の持続的な差異や異
質性の状態を説明する上で，特徴的なアクター間でのグループの分類を図
ること，同時に（3）前述（1）（2）に関わる具体的な制度の特定とそれら
とアクターとの関連性を実態的・現実的側面を踏まえて具体化すること，
これらの検討を段階的なプロセスを踏みつつ予定する。
より明確に，個々の課題に取り組む方法について簡潔に言えば，上記
（1）については，家計行動の支出の実態から，換言すると，特に，消費行
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動の実態から，グループ間での特徴的な行動パターンの共通性と差異を明
らかにすること，また，その前提としての収入の基底たる労働市場や職業
グループの実態についても言及すること，これら２つである。続く（2）に
ついては，（1）の結果に基づいて，異質性や差異を持つアクターについて
論じる上で有意なグルーピングを，タイル尺度を使用した不平等分析やク
ラスター化の形で試みることで検証することである。そして，（3）につい
ては，第３章で取り上げた既存研究の成果を踏まえつつ（1）（2）と平行し
て取り組むことで，特に家計の支出実態に影響する制度と，アクターと制
度との相互作用の実態を例えば共分散構造分析の手法を使って示すことで
ある。
続いて，理論的見地からの作業課題について言えば，まず，既に挙げた
様なNorthの分析領域に示唆を受けつつも，特に，インフォーマルな制度
の説明ロジックについての再構成を図る必要がある。あるいは，最もコア
の課題として，いわゆる合理的選択論やゲーム論で前提とされているロジ
ックとは異なる，制度の下で常時アクター間で差異や異質性を保持するア
クターの状況を前提として置いた場合の制度形成・変更のロジックや，ア
クター間での同一制度の下での参加と排除を表すロジックについて考案す
ることがある。そして，これを検討する過程において，かつて絵所（1997，
pp.231-234）が示唆した様な，Senの潜在能力アプローチと制度アプローチ
との融合の可能性を問うことは，制度アプローチにとっても挑戦的な課題
になりうる10）。
以上の様に，制度アプローチおよびミクロ・マクロ・ループ論の立場か
ら開発途上国分析を展開させていく上での課題や問題は山積している。だ
が，その方向性に基づいた論証を少しずつ重ねていくことで，制度アプロ
ーチがそれ自体が深化しつつ，開発途上国における人々の生活水準や所得
格差問題について，より微細に捉えていくための方法や意義について，多
少なりとも具体的な見取り図として示すことが出来たならば，本稿での目
的はとりあえず達成されたと考える。
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注
１）輸入ペシニズム論，従属論などについての説明を省略していることをあら
かじめ断っておく。尚，絵所（1998，pp.47-75）は，開発経済学における
潮流が約10年毎に変化した原因の１つとして，世界レベルで開発政策を実
施する中心的な主体（国際機関）が変更されてきたことを指摘している。
２）ここで言う新古典派アプローチは，純粋な一般均衡分析を指していない。
絵所（1997，p.223）は，それが「当初から，一般均衡論的な世界からはみ
出す「異端」の部分を抱えていた」ことを指摘している。
３）広義の新制度派アプローチとしている理由として，本稿が想定する新制度
アプローチの範疇に留まらない様な，ミクロ経済アプローチ内部で純粋な
一般均衡分析に対する批判を抱えつつ展開するアプローチ全般が含まれて
いるからである（ibid.，pp.226-230）。また，構造主義的マクロ経済学アプ
ローチの詳細は，例えば，佐野（1998，pp.43-45）や野上（2004，pp.113-
118）を参照。
４）この前提となる欧米先進諸国のマクロ経済変数の循環メカニズムと諸制度
の関係性については，例えば，Boyer（1986）を参照。
５）ミクロ・マクロ・ループ論の展開については，拙稿（2005）も参照。
６）理論レベルで基礎付けし得る内容として，レギュラシオン学派において制
度変化時におけるアクターの行動を説明する際に援用される，P. Bourdieu
の「ハビトゥス」概念や，G. M. Hodgsonの現代制度学派における「習慣」
概念に基づく行動原理が，相当すると考えられる。両概念に基づくアクタ
ーの行動とそれがもたらすアクター間での差異や異質性に関する詳細は，
拙稿（2008）を参照。
７）Veblenは，人間の「見栄を競う性向は，自己保全の本能を別にすれば，お
そらく，本来の経済的諸動機のうちで，もっと強く，またもっとも鋭敏で
長続きするものであろう」と指摘し，各アクターの消費の源泉の欲求に他
者に対する差異の提示を志向した欲求が原初の時代から続いてきたこと，
そして，金銭的競争の時代においては，一見無駄と思われる商品の消費が
「主に無駄なものとしてはじまる生活水準の要素が，消費者の頭の中で生活
必需品になってしまう」ことを論じている（Veblen，1899[1994]，pp.99，
110，訳pp.98，109）。また，Duesenberryは，あるアクターが接触する他
のアクターの消費スタイルに応じて変化しうることを述べた上で，「選好
は，個人の個性のみの問題である，という見解は，確かに支持し得ない。
社会間の消費形態の差異と社会観のその類似性とによって，消費行為は，
社会現象と見なす必要がある」と指摘している（Duesenberry，1949，p.112，
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訳p.175）。さらに，Galbraithは，「依存効果：Dependence Effect」という
形で，アクターの消費への欲望が，「消費者どうしの見栄張り競争というよ
うな受動的な過程ばかりでなく，宣伝とそれに関連した積極的な活動によ
って生産は，生産によって充足されるべき欲望をつくり出す」と述べ，ア
クター間での競争心や広告が消費に影響を与えることを強調している
（Galbraith，1958，p.122，訳p.142）。
８）Northのフレームワークと，そのロジックを巡って再考すべき点について
は，拙稿（2009）を併せて参照。
９）末廣（2002，pp140-143）は，タイの工業化の過程では，製造業自身の展開
のみならず，第１次産業の農水産物やその加工品の生産拡大も，国内市場
の拡大，他産業への投資に繋がるような外貨獲得，輸出税の増加による政
府財政への貢献，第1次産業ビジネスの地場資本家形成，これらに寄与した
ことを指摘している。
10）絵所・山崎（1998, p.69）によって指摘されている様に，A. Senの発想を
生かした方法が「国，地域，社会階層，性差それぞれのレベルで，どのよ
うな潜在能力が欠如しているのかを歴史学的・社会学的な観点から具体的
に分析することにあり，その原因はどこにあるのかを探求することにある」
ことを念頭に置くと，本稿が繰り返し主張する制度の下での異質性や差異
を伴うアクターの持続的・共時的存在という仮説に基づくアプローチと，
こうした議論との間に少なくとも理論的な接点や共通理解を見出す可能性
がある。
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Possible Range of Socio-Economic Analysis for Developing Countries 
Using an Institutional Approach Based on the Micro-Macro Loop Method:
From the Perspective of an Actor’s Heterogeneous Reproductive Processes
Tomoaki EGUCHI
《Abstract》
The main aim of this paper is to offer a hypothetical analytical framework 
based on an institutional micro-macro method in order to proceed to 
analyze the heterogeneous sides of actors within particular institutions, 
especially in Asian developing countries.
More theoretically speaking, this means questioning the detailed 
connection between an actor’s daily continuous consumption behaviors in 
his/her household (the personal level), and a country’s entire economy (the 
macro level), from the main view of the reproduction of several kinds of 
actor’s living lives.
To achieve such purposes, we first start with a discussion of the 
theoretical developments of institutional approaches, including the micro-
macro loop method, for analyzing developing countries’ economies. After 
that, we present several analytical problems that will need to be solved in 
the future and we show a new model that sheds light on various detailed 
activities in actors’ lives.   
